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（１）建設環境部長より挨拶

（２）下水道使用料審議会の設置

（３）事務局紹介

（４）委員の委嘱（机上配布）・紹介

（５）正副会長の選任

（６）諮問第１号「国分寺市の下水道使用料の改定について」

２．下水道事業について

（１）当市の下水道

（２）公営企業会計

（３）下水道事業の収入と支出

（４）下水道使用料

３．まとめ
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１．審議会の開催にあたり
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（１）建設環境部長より挨拶

（２）下水道使用料審議会の設置

・国分寺市下水道条例

第18条の２ 市長は、使用料を改定しようとするときは、事前に、国分寺市

下水道使用料審議会設置条例(平成11年条例第45号)に規定する

国分寺市下水道使用料審議会の意見を聴かなければならない。

・国分寺市下水道使用料審議会設置条例（抜粋）

第１条 国分寺市下水道条例(昭和47年条例第40号)第17条(使用料)に規定

              する使用料(以下「使用料」という。) について審議するため、

              国分寺市下水道使用料審議会(以下「審議会」という。)を設置する。

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、使用料について必要な事項を調査し、

              審議し、及びその結果を市長に答申する。
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第３条 審議会は、次に掲げる８人以内の委員をもって組織し、

              市長が委嘱する。

(1) 公募により選出された市民 ３人以内

              (2) 国分寺市商工会の代表者 ２人以内

              (3) 識見を有する者 ３人以内

第４条 委員の任期は、当該諮問についての答申をもって終了する。

第５条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。

第８条 審議会の会議は、公開する。ただし、国分寺市附属機関の設置及

び運営の基本に関する条例(平成11年条例第26号)第５条(会議の公開)

ただし書の規定に該当する場合は、当該会議の全部又は一部を公

開しないことができる。
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・今後の開催日時等

別途、開催通知を各回の開催前に送付いたします。

開催回 開催日 時間 議題（予定）

第２回 ８/28（金） 9：30～12：00 下水道事業の現状と課題

第３回 10/２（金） 14：00～17：00 下水道使用料改定案

第４回 11/13（金） 14：00～17：00 下水道使用料改定案

答申案の作成

第５回 11/27（金） 14：00～17：00 答申について
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（３）事務局紹介

（４）委員の委嘱（机上配布）・紹介 （敬称略）

第３条第１号委員（公募により選出された市民） 二ツ山 正江

第３条第１号委員（公募により選出された市民） 山田 賢二

第３条第１号委員（公募により選出された市民） 山中 智恵

第３条第２号委員（国分寺市商工会の代表者） 鈴木 博史

第３条第２号委員（国分寺市商工会の代表者） 林 裕三

第３条第３号委員（識見を有する者） 税理士 黒澤 美裕理

第３条第３号委員（識見を有する者） 大学准教授 栗田 健一

第３条第３号委員（識見を有する者） 行政経験者 沢柳 和彦

建設環境部長 島﨑 進一

建設環境部 下水道課長 松下 正幸

建設環境部 下水道課業務係長 竹上 勲
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（５）正副会長の選任

（６）諮問第１号「国分寺市の下水道使用料の改定について」

当市の下水道使用料は、平成16年に改定されて以来20年余りが経過し、その間、社会情勢や経済状況が

急激に変化していることから、下水道財政の健全化と使用料の適正化を図るために下水道使用料の改定の

必要性が生じております。

近年の物価高騰等が及ぼす影響は当市の下水道事業の経営においても例外ではなく、厳しい財政状況に

置かれております。特に東京都に対して支出する流域下水道維持管理負担金の単価は、令和８年度から大

幅に値上げ改定となり、令和６年度決算値対比で＋約40％（＋約260,000千円）となることが見込まれま

す。このような状況下においても、老朽化が進行する下水道施設を適切に維持更新していくため、また、

国分寺市下水道事業の健全な経営を実現するため、下水道使用料の適正化に向けた御議論・御審議をお願

いいいたします。

なお、改定案の詳細は第２回以降に説明させていただきます。
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２．下水道事業について
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（１）当市の下水道

• 供用開始：昭和51年４月１日

• 普及率：約99％

• 管きょ総延長：331.6km（令和６年度）

• 排水区域内人口：129,575人（令和６年度）

• 年間処理水量：17,020,224㎥（令和６年度）

• 建設総事業費（税込み）：75,411,513千円（昭和46年度～令和６年度）

• 全域合流式

（合流式とは汚水も雨水も同じ管きょに流す方式のこと。）

• 終末処理場：流域下水道の北多摩一号水再生センター（所在：府中市）

北多摩二号水再生センター（所在：国立市）
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下水道の種類

出典本：いちからわかる下水道事業の実務ｰ法律・経営・管理のすべてｰ
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• 下水道は、家庭や工場から出る汚水や雨水を地下の管で集め、処理場で浄化
して川や海へ返す都市基盤。

• 下水道がなくなると、トイレや生活排水が行き場を失い、悪臭や害虫が大量
発生して街の衛生環境が崩壊する。さらに、汚れた水がそのまま川や海へ流
れ込み、深刻な水質汚染を引き起こすだけでなく、大雨時の浸水被害も防げ
なくなる。

ご家庭に設置する大雨時の浸水被害を防ぐ雨水浸透桝 12



出典：東京都下水道局HP「排水設備とは_宅地内の下水道（排水設備）」

市では公共下水道に
関わる部分を管理・
運営しています。
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【流域下水道】
２つ以上の市町村にまたがる河川や湖沼などの流域において、各市町村から出る下水を広
域的かつ一括して処理する大規模な下水道システム。

毎年度市は都に対して多
額の維持管理及び設備建
設に関わる負担金を支出。

出典：東京都下水道局HP「多摩地域の下水道」
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市内で下水道に排水された汚水及び雨水は、東部から中央部は主に北多摩

一号水再生センター、西部は主に北多摩二号水再生センターにて処理をさ

れ、多摩川に放水されている。

北

出典：東京都下水道局HP「水再生センター等の紹介」
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【関連法令（抜粋）】

・下水道法

 (この法律の目的)

第一条 この法律は、流域別下水道整備総合計画の策定に関する事項並びに公共下水道、流域下水道及び都市下
水路の設置その他の管理の基準等を定めて、下水道の整備を図り、もつて都市の健全な発達及び公衆衛生の向上
に寄与し、あわせて公共用水域の水質の保全に資することを目的とする。

・国分寺市下水道条例
(趣旨)

第１条 この条例は、国分寺市(以下「市」という。)の区域に設置する公共下水道の構造の基準、管理、使用等に
関し、下水道法(昭和33年法律第79号。以下「法」という。)その他の法令で定めるもののほか必要な事項を定め
るものとする。

・地方公営企業法
（この法律の目的）

第一条 この法律は、地方公共団体の経営する企業の組織、財務及びこれに従事する職員の身分取扱いその他

企業の経営の根本基準並びに企業の経営に関する事務を処理する地方自治法の規定による一部事務組合及び広

域連合に関する特例を定め、地方自治の発達に資することを目的とする。 16



【当市の取り組み】

・ストックマネジメント

国分寺市の公共下水道は、昭和46年の事業着手後、概ね47年
を経過している。施設の中には、事業着手前に整備されたもので
既に50年以上経過した施設も含まれている。

一般的に施設の標準耐用年数は50年とされる中で、今後老朽
化による施設の破損に伴い、事故の発生や改築費用の増加が見込
まれる。

維持から改築までのライフサイクルコストの低減化や、予防保
全型施設管理の導入による安全の確保等、戦略的な維持・修繕及
び改築を行い、良質な下水道サービスを持続的に提供することが
重要な課題である。
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国分寺市公共下水道ストックマネジメント実施方針策定作業報告書

計画機関 国分寺市 実施機関（公財）東京都都市づくり公社
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国分寺市公共下水道ストックマネジメント実施方針策定作業報告書

計画機関 国分寺市 実施機関（公財）東京都都市づくり公社 19



年間平均

投資額

投資額

ﾋﾟｰｸ時

km 億円 億円/年 億円/年

平均投資額とピーク時の投資額から、現

実的な投資額であるかを判断する。

年平均投資額と投資額ピーク時の差が大

きくなるほど、一時的に投資額が大きく

なる期間が存在し、実現性が低くなる。

差が小さくなるほど、実現性が高い。

緊急度割合の推移を見て判断する。100

年後の緊急度Ⅰ及びⅡの割合を示す。

それぞれの数値が大きい場合、検討期間

終了時に管渠の健全率が改善されない傾

向がみられる。

数値が小さい場合は、管渠の健全率が改

善される傾向にある。

総合

評価
シナリオ

改築

延長

改　築

総事業費

緊急度Ⅰ

の推移

緊急度Ⅱ

の推移
評価 評価 評価

平均

緊急度

0 改築しない場合 0.0 0.0 0.0% - 1.92 - - - -

○

1.54

1.10

評価視点③

投資額の実現性

9.09

-

36.06 ×

5.95 7.00 ○

×141.729.09

-

緊急度

改善値
投資効率

1

3

評価の方法

△

◎

0.0% 3.46

16.1%

◎

○

0.13

0.17

0.18

緊急度改善値：改築しない場合の平均緊急度との差

投資効率＝緊急度改善値/年間平均投資額

【緊急度改善値】

　数値が大きい場合、改善しない場合と比べて、改善度

合いが大きい。

　数値が小さい場合、改善度合いが小さい。

【投資効率】

　数値が大きい場合、改善に関する費用対効果が大き

い。

△2 0.0%

0.0% 3.02段階的に投資額を増額して改築する場合

649.0 908.6

425.0 595.0

緊急度ⅠとⅡを改築

標準耐用年数50年で改築 649.5 909.3

90.2%

×3.102.0% 27.9%

評価視点①

緊急度の推移

×

評価視点②

改善の効率性

×1.18

-

3つの評価視点「緊急度の割合」「改善の効率性」「投資額の平準化」による長期的（100年）な評価の結果，総合的に優れるシナリオ３を選定。

国分寺市公共下水道ストックマネジメント実施方針策定作業報告書

計画機関 国分寺市 実施機関（公財）東京都都市づくり公社
20



令和６年度より第１期地区の工事に着手。
管きょの耐久力を向上させる管更生を行っている。
（改築場所：泉町三丁目地内：令和７年度）

管更生施工前 管更生施工後

国分寺ストックマネジメント計画に基づく管更生工事（第１期その２） 工事写真
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下水道管路の老朽化により生じる恐れのある事故

出典：一般社団法人 地方自治研究機構 令和７年度下水道事業経営実務講習会
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国分寺市下水道課では、市民の皆様に安
全安心な下水道サービスを提供できるよう、
ストックマネジメントを着実に進めてまい
ります。

23

２．（１）当市の下水道

説明は以上となります。



（２）公営企業会計

出典：総務省「平成30年版地方財政白書ビジュアル版」

・普通会計（一般会計）：行政の基本サービスを担い、税金を主な財源とする会計。

使途は、福祉・教育・道路等の多岐に渡る。

・公営企業会計：地方公営企業が提供するサービスの受益者が負担する使用料等を

主な財源とする会計。下水道事業、病院事業等が該当する。
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【地方公営企業とは】

• 地方公共団体が、住民の福祉の増進を目的として設置し、経営する

企業。企業性（経済性）の発揮と公共の福祉の増進を経営の

基本原則とする。

• 下水道事業は、地方財政法上の公営企業とされ、その事業に伴う収入
によってその経費を賄い、自立性をもって事業を継続していく「独立
採算制の原則」が適用される。

• 普通会計方式が現金主義会計、単式簿記を採っているのに対し、公営
企業会計では発生主義会計、複式簿記を採用。

• 損益計算書、貸借対照表等の財務諸表の作成が義務付けられている。

財務状況をより明瞭にし、民間営利企業と同等の水準で経営を

行うことが求められる。
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令和７年度に国分寺市下水道事業経営戦略を改定

市HPに掲載中。
ページ番号1025533
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（３）下水道事業の収入と支出

• 収益的収入 収益的支出

一事業年度の企業の経営活動に伴い発生が予定されるすべての収入とそれに対応
するすべての支出。

支出は下水道管きょ等の機能維持に関わる維持管理費と、下水道施設の建設等に
要した経費に関わる資本費に大別される。

収支の結果は損益計算書に反映される。

収入
・下水道使用料
・他会計負担金
・国庫・都補助金 など

支出
維持管理費

・管きょ清掃等委託料
・雨水浸透ます設置工事請負費
・流域下水道維持管理負担金
・下水道使用料徴収業務委託料
・水質検査業務負担金 など

資本費
・減価償却費
・支払利息 など
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・収益的収入 他会計負担金

下水道は各家庭や事業場等の生活排水である汚水を排除すると

同時に雨水を排除する役割も担っている。

特定の利用者が便益を受ける汚水排除と異なり、雨水排除は社会
全体が便益を受けるため、雨水に関わる経費は公費（税金）負担
が適当とされている。

汚水処理に要する経費は下水道使用料にて、雨水処理に要する

経費は公費（税金）である他会計負担金にて賄うことを

「汚水私費・雨水公費の原則」と称している。

その他、雨水排除に関わる経費以外にも、性質上公費で賄うこと
が適当とされる経費の基準を総務省が定めており、他会計補助金
として収入している。

（例）水質規制、水洗便所の普及に要する経費
28



・令和８年度予算 収益的支出 計3,240,915千円（税込み）
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・資本的収入 資本的支出

固定資産である下水道施設の建設、更新、改良といった将来にわたる投資的支出
と、その財源となる収入。

収支の結果は貸借対照表に反映される。

収入

・建設改良費等企業債
・他会計補助金
・国庫・都補助金
・受益者負担金 など

支出

・公共下水道整備事業委託料
（ストックマネジメント計画）
・流域下水道建設負担金等
・公共汚水ます設置等工事請負費
・企業債元金償還金 など
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・令和８年度予算 資本的支出 計999,977千円（税込み）
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（４）下水道使用料

・下水道使用料徴収の法的根拠

（下水道法第20条第１項）

公共下水道管理者は、条例で定めるところにより、公共下水道を使用する

者から使用料を徴収することができる。

（国分寺市下水道条例第16条第１項）

市長は、公共下水道の使用について、使用者から使用料を徴収する。

（国分寺市下水道条例第19条）

使用者が排除した汚水の量の認定は、次の各号に定めるところによる。

(1)水道水を使用した場合は、水道の使用量をもって排出量とみなす。
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出典：東京都水道局HP「水道使用量等のお知らせ（検針票）の見方

(2)水道水以外の水を使用した場合は、その使用水量をもって排出量と

みなし、使用水量は、使用者の態様に応じて市長が認定する。

⇒井戸水、湧水などが該当

(3)営業等に伴い使用する水の量が公共下水道に排除する汚水の量と著し

く異なるものの汚水の排出量は、使用者の態様に応じて市長が認定する。

⇒水道を使用して畑に散水する場合などが該当 33



・下水道使用料を財源とする主な経費

【以下の経費の内、汚水処理分】

・流域下水道維持管理負担金

・管きょ清掃等委託料

・管内調査用カメラ賃借料

・公共下水道事業業務委託料

（ストックマネジメント計画

に関わる調査、設計等）など

【以下の経費の全額】

・下水道使用料徴収業務委託料

・納付消費税 など

下水道使用料 他会計（雨水処理）負担金

財源構成例

下水道使用料
他会計

（雨水処理）

負担金

他会計

（水質規制）

補助金

下水道使用料
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・下水道使用料徴収業務委託料

平成20年度より徴収業務を東京都水道局へ委託している。

以下の上下水道の料金徴収に要する経費の一部

（下水道負担分）を各市町が負担している。

•お客さまセンター運営経費

•徴収人件費・事務費

•量水器引換委託料

•システム利用経費 など

⇩

当該委託料の令和８年度予算額 214,344千円
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・下水道使用料徴収実績（単位：千円）

1,446,420

1,436,611 

1,399,011 1,397,052 

1,426,915 

R2 R3 R4 R5 R6

下水道使用料（税込み調定額）

下水道使用料（税込み調定額）
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・当市の下水道使用料の体制

二部使用料制

累進使用料制

基本使用料制

従量使用料制

・・・使用量の有無に係わりなく

賦課される。

・・・使用量の多寡に応じて

                                                                        賦課される。

・・・大口需要家の需要変動リスクに対応するコスト

を調整・配賦するという趣旨から、使用量の増加

に応じて使用料単価が高くなる。
37



・当市の下水道使用料の体系

38

【国分寺市下水道条例】
第17条
使用料の額は、毎使用月において
使用者が排除した汚水の量に応じて、
別表第6に定めるところにより算出した
額に、消費税法(昭和63年法律第108号)
第29条に規定する消費税の税率
(以下「消費税の税率」という。)に
地方税法(昭和25年法律第226号)
第72条の83に規定する地方消費税の税率
を乗じて得た数値に消費税の税率の数値
及び1を加えた数値を乗じて
得た額とする。
この場合において、1円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるもの
とする。

別表第6を簡略化した料金表



・計算例

2か月で45㎥排出した場合

1. 1か月分を求める。45㎥を月数の２で割り（端数は一方の月に寄せる）、22㎥と23㎥とする。

2. 1か月当たりの使用料を求める。

3. 2か月分の使用料を求める。

⇒22㎥の月分と23㎥の月分を合計 1,775円+1,890円＝3,665円

4. 消費税相当額を求める。 3,665円×10%＝366円

5. 使用料と消費税相当額の合計額を求める。 3,665円+366円＝4,031円

合計 1,775円 1,890円

22㎥の月分 23㎥の月分

10㎥を超えない分 545円 545円

10㎥を超え20㎥までの分 100円×10㎥=1,000円 100円×10㎥=1,000円

20㎥を超え30㎥までの分 115円×2㎥
=230円

115円×3㎥
=345円

検針は２か月に１回
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・下水道使用料のモデルケース

当市の特色として、２月あたりの使用量が40㎥以下の使用者の割合が全体
の約78％を占めている（令和６年度）。
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３．まとめ

・質疑応答

・決定事項

41



以上、本日はありがとうございました。
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